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研究成果の概要（和文）：在宅がん療養者の住民参加型生活支援システムを開発し、北海道内の都市及び郊外地域にお
いて、Mixed Methodを用いた参加型Action Researchの手法を用いて、運用、評価し、修正したシステムを提案した。
都市地域では2年6か月で一般住民への啓発・支援者の組織化・在宅がん療養者の生活支援への住民参加を果たして最終
段階に達した。郊外地域では、途中の段階で、一般住民への啓発・支援者の組織化を省略し、既存のボランティアをト
レーニングする手順に変更した。本システムは、人口規模と住民の互助活動の状況に応じてStepを調整することにより
他地域での応用可能性を示唆できた。

研究成果の概要（英文）：We developed and evaluated community residents participating in a livelihood 
support system for community-dwelling cancer patients (CPL-CCP system) in two different areas in 
Hokkaido. We used a action research approach coupled with a mixed-method approach. The study process 
consisted of four phases and seven steps: A researcher's plan for a tentative CPL-CCP system, action, 
evaluation, and presentation of a modified CPL-CCP system.
In the urban area, we reached the final step and were able to provide support to community-dwelling 
cancer patients. In the rural area, there were already volunteers working there; therefore, we continued 
their training and avoided organizing a new support group. Results showed that the tentative CPL-CCP 
system led to actual support in one of the areas. Also, it was made clear that in the system’s 
operation, procedures should be adjusted according to the characteristics of an area and that certain 
elements in each procedure need to be added or modified.

研究分野： 在宅看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（1）がんによる死亡は全死亡の約 3 割を占
め、今後も死亡者数・死亡割合ともに増える
と予測されている 1)。平成 19 年施行のがん対
策基本法では、がん患者の療養生活の質の維
持向上を目指すことが盛り込まれており、が
ん療養者の QOL 向上の観点からも、在宅ケ
アの普及・充実はわが国の重要課題である。 
家族の負担への懸念のために、在宅療養を

希望しない療養者も少なくない状況があり、
がん療養者と家族が自宅で暮すことを希望
できるような生活支援システムの構築が必
要である。 
（2）近年、ソーシャルキャピタル（社会関
連資本）、概念が注目されている 2)3)。ソーシ
ャルキャピタルが豊かな地域ほど、人々の健
康度や QOL に良い現象がみられることが報
告されている 3)4)。ソーシャルキャピタルのう
ち、特に互酬性の活動の担い手としてボラン
ティア組織が着目され、多様な事例が紹介さ
れている 2)。しかし、在宅がん患者の支援に
地域住民やボランティアが参加する機会は
少なく、報告事例は極少数である。がんは他
の慢性疾患に比べ死を連想させる疾患であ
ることなどから、家族以外の者が援助するこ
とに躊躇が生じることが考えられる。人との
つながりの継続は、在宅で暮らすがん療養者
の QOL 維持に貢献できる可能性がある。在
宅がん療養者の生活支援に地域住民が参加
できるようにするシステムの検討が必要で
ある。 
 
２． 研究の目的 
地域におけるがん療養者の生活支援に対

する効果的な住民参加の方法を明らかにし、
今後の在宅がん療養者の QOL 向上を目指し
た住民参加型の生活支援システムとして各
地で活用できることが本研究の意義である。
以下本研究のゴールを示す。 
(1) 在宅がん療養者の QOL 向上のために地

域住民が生活支援を行うことに対する期
待と躊躇を明らかにする。 

(2) 在宅がん療養者の生活支援に住民が参加
するためのシステム案（アクションプラ
ン）を開発する。 

(3) 在宅がん療養者の生活支援に住民が参加
するためのシステム案（アクションプラ
ン）を運用する。 

(4)在宅がん療養者の生活支援に住民が参加
するためのシステム案（アクションプラン）
を評価・修正し、修正版システムを提案する。 
 
３．研究の方法 
(1)研究デザイン： Mixed Method5)を使った
参加型 Action Research6)7) 
(2)用語の定義： 
住民参加 8)：ある地域に住所を有する者及び
その地域に生活基盤を持つ者が、強制によら
ない自発的にかかわること。 
生活支援：療養者の居宅において行う、療養

者もしくは家族に対する生活上の助け・見守
りをさす。経済的支援および医療職でなけれ
ば行うことのできない医療処置は除く。 
システム 9)：目標を実現するための仕組みの
こと。システムは、①複数の要素が存在し、
②要素間に相互関連性・連動性があり、③こ
れらの要素が全体として達成すべき目的・機
能を持つ、という条件を満たす。 
(3)対象地域：北海道内 2 か所 都市地域:
大都市 郊外地域：地方の町 
この 2 つの地域を選択した理由は、本研究

目的である在宅がん療養者の生活支援に住
民が参加することが行なわれていない課題
をもつこと、プロジェクトの実践可能な地域
であることだ。また、北海道では、大都市へ
の人口集中と地方の人口減少の 2極化が進行
している特徴が顕著であること、都市部と地
方では人々の互助の様相が異なることが考
えられることから、特徴の異なる都市と郊外
地域を研究対象地域とした。 
(4)研究参加者  
アクションのプロセスに応じて生じた

人々のうち、条件に合致した人を対象とした。 
①住民あるいは支援者（療養者の支援を行っ
た人、あるいは支援のために準備をした人） 
②支援対象とする療養者   
③訪問看護師等サービス提供者 
(5)研究手順 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 第 1段階：事前調査 
a）当事者・関係者に関する調査 

対象者：がん療養者・家族、サービス提供者 
内容：半構成的面接 
「近隣住民や友人に援助してもらいたいこ
と」「公的サービスが及ばない隙間のサービ
ス他者を援助したい気持ち・他者の援助に期
待すること」「躊躇する気持ち、解決方法、
援助できそうなこと」 
b）全国の先行的活動事例の調査 

・在宅ホスピスボランティア活動事例（全国
4 か所） 
・ボランティア育成プログラムの調査 
（インターネット上の情報より、緩和ケア病
棟他） 

第 1段階：事前調査 
当事者・関係者調査 
先行事例調査

第 2 段階: 計画 
CPL-CCP system( 在宅がん療養者 
住民参加型生活支援システム）

素案の作成 

第３段階：実施・評価 
都市地域 

第３段階： 実施・評価 
郊外地域 

第４段階：修正 
修正 版 CPL -CCP systemの 

提案 

図１ : 本アクションリサーチのプロセス 

本研究手順 



・プログラム資料調査内容 ・活動の経過 
②第２段階：住民参加型生活支援システム素
案作成  
第 1 段階調査事前調査をもとに、在宅がん

療養者・家族を対象にした住民参加型生活支
援システム素案（CPL-CCP system: Community 
Residents Participating in Livelihood support system 
for Community-dwelling Cancer Patients）を作成し
た。  
③第３段階：実施・評価 
 都市・郊外の 2 地域において 住民参加型
生活支援システム素案に従って、計画内容を
実施した。療養者・家族・援助の住民・専門
職（訪問看護師等）：観察・インタビュー・
記録から援助状況を記述した 
評価内容：①療養者・家族の QOL・介護

負担の懸念・不安の変化、②支援に参加した
住民のがんの療養者への支援に対する躊
躇・在宅療養のイメージの変化、支援提供に
対する満足感、③関係専門職（訪問看護師等）
からみた評価等を調査した。 
④第 4段階：修正システムの提案   
評価の調査結果から素案を修正し、地域住

民参加型のがん患者の療養生活支援システ
ムを作成した。 
 
４．研究成果 
 (1)第 1段階：事前調査 
①当事者・関係者に関する調査 

目的：在宅がん療養者の生活支援を住民が行
うことに対する，療養者と住民の期待と躊躇
を，療養者の家族とサービス提供者の語りか
ら明らかにした。 
方法：在宅がん療養者の家族６名とサービス
提供者 23 名を対象に半構成的インタビュー
を行い，質的分析を行った。質問は，在宅が
ん療養者の生活支援を住民が行うことに対
する，支援を受ける療養者にとって及び支援
を提供する住民にとっての期待と躊躇であ
る。 
結果：在宅がん療養者にとっての期待は【こ
れまでの暮らしと日常性の保持】【なにげな
い支援が得られる関係】，住民にとっての期
待は【自分にとっての学び】【住民としての
社会への貢献感覚】であった。躊躇する点は，
療養者にとって【他人依存と自己開示に対す
る拒否感】【非専門職に対する不信】，住民に
とって【がん患者支援の専門家でないことの
不安】療養者と住民共通して【人間関係構築
の不安】があった。 
（文献 10）：在宅がん療養者の生活支援を住民
が行うことに対する療養者と住民の期待と
躊躇―家族とサービス提供者の語りから．看
護総合科学研究会誌．2016；16(2)：17-30.） 
②全国の先行的活動事例の調査 
a.在宅ホスピスボランティア活動事例（全国
4 か所） 

目的：日本において在宅ホスピスボランティ
ア活動を実践している事例から、地域住民が
在宅のがん療養者の生活支援に参加する活

動上で重要となる要素を明らかにすること
を目的として、一般の住民が非営利目的およ
び無報酬で在宅がん療養者の生活支援を行
っている事例を調査した。 
方法：Web 上で検索した 5 団体の代表者に電
話連絡し、同意が得られた 4 事例について、
訪問聞き取り調査を行った。質問内容は「活
動の理念・目的」「動機から活動開始までの
プロセス」「活動の運営」「具体的支援経過・
内容」「活動の効果と課題」である。内容を
「在宅のがん療養者の生活支援に住民が参
加する上で重要な要素とは何か」を意識して
質的機能的に分析した。 
結果：在宅がん療養者の生活支援に住民が参
加する上で重要な要素は【在宅療養に対する
肯定的価値観】【仕組みづくり】【支援者の
育成】【療養者のニーズ】の４つに分類し、
『個人が在宅療養に対する肯定的な価値観
をもつ』『“ボランティアになる”強いニー
ズがある』『地域の人々と自分の在宅がん療
養に対する価値が一致する』『仲間を呼び寄
せて動き始める』『活動が続けられる仕組み
を考えながら活動する』『療養者と支援者を
マッチングする役割を果たす』『“ボランテ
ィア”になる育成機関と学習機会をもつ』『支
援者間が体験を共有する機会と場を提供す
る』など 14 要素が明らかになった。 
（文献 11）地域住民が在宅のがん療養者の生
活支援に参加する上で重要となる要素（第 1
報）－在宅ホスピスサポート活動の実践例調
査より－．北海道医療大学看護福祉学部紀要．
2013；20：63-71．） 
b.ボランティア育成プログラム調査（インタ
ーネット上） 
目的：日本で行われている在宅ホスピスボラ
ンティア養成講習の内容を明らかにし、地域
住民が在宅のがん療養者の生活支援に参加
できるようにするために重要となる要素を
考察した。 
方法：Web 上で「在宅ホスピスボランティア
養成講座（講習）」を検索し、①非営利目的
および無報酬で活動をする、②在宅の療養者
の生活支援をボランティアとして行なう、③
療養者の疾患にはがんを含む、④一般住民を
対象にしている、⑤初期トレーニングを目的
にしている、⑥講習内容・講義タイトルが示
されている、⑦H20～H25 日本で開催の事例
を対象とした。 
選定した事例の、ボランティア養成講習の

開催地、運営主体、養成日数、時間数、期間、
講習の講師、１回の募集人数、受講料、補助
金・後援の有無を一覧にした。養成講習の講
義タイトルもしくは内容・方法を抜き出し、
類似のグループに分類して要素を検討した。 
結果：住民が在宅ホスピスボランティアとし
て活動するために重要となる要素として抽
出したのは、【医学的知識をもつこと】とし
て『在宅ホスピスケアの概念の理解』『終末
期の在宅医療の方法の知識』、【ボランティア
としての動きがわかること】として『チーム



ケアの重要性と方法の理解』『ボランティア
についての正しい理解』、【良好なコミュニケ
ーションができること】として『死を目の前
にした療養者・家族の心理の理解と悲嘆への
対応』『コミュニケーションの具体的方法の
理解と練習』、【地域づくりの視点をもつこ
と】【実際の様子がわかること】として『体
験者や実際場面からのイメージづくり』『支
援の練習・療養場面の見学』を実施すること
であった。 
（文献 12)：地域住民が在宅のがん（療養者の
生活支援に参加する上で重要となる要素（第
2 報）－全国の在宅ホスピスボランティア養
成講習内容の調査より－．北海道医療大学看
護福祉学部紀要．2013；20：91-98．） 
(2)第２段階：住民参加型生活支援システム
素案作成  
事前調査 10)11)12)・日比野らのシステムモデ

ル 9)をもとに、在宅がん療養者・家族を対象
にした住民参加型生活支援システム素案作
成（図 2）（CPL-CCP system: Community 
Residents Participating in Livelihood 
support system for Community-dwelling 
Cancer Patients） 
 

現状：
①在宅がん療養者に対する住民参加型の生活支援に期待をもつ療養者・家族・住民・サービス提供者
②在宅がん療養者に対する住民参加型の生活支援に躊躇する療養者・家族・住民・サービス提供者

目的：在宅がん療養者に対する住民参加型の生活支援により療養者・家族のQOLが向上する

目標：
①在宅がん療養者に対する住民参加型の生活支援に満足した療養者・家族・住民
②在宅がん療養者に対する住民参加型の生活支援に躊躇がなくなった療養者・家族・住民

図１：在宅がん療養者に対する住民参加型の生活支援システム素案

介入手順（7Step）：
人的媒体：
・活動の中心者

・支援者としてトレーニン
グされた住民のグループ
・コーディネーター
・連携する医療専門職：医師
・看護師・ケアマネジャー

環境：
・財源:活動資金と少ない予算
・地域社会からの承認：行政
のバックアップ
・地域住民のがん患者の在
宅療養に対する肯定的価
値観の醸成

物的媒体：
・活動の拠点：事務所など集う
場所
・設備：連絡先電話、パソコン、
プリンター
・事務用品

情報媒体：
・活動のジャーナル：広報誌
・活動の発信：活動を知らせる
パンフレット
・活動の記録：日誌

必要な活動
の資源

行うべき
ことと手順

先行的研究結果を、
日比野省三他：保健
活動のブレークス
ルー．P51図９．シス
テムモデル．医学書
院．１９９９を参考に
作成。

Step1:コアメンバー：コアになる仲間を呼び寄せる

Step7:活動の継続：活動継続のための仕組みづくりと支援者
のフォローアップをする。

Step6:コーディネート：在宅がん療養者のニーズと支援者を
マッチングし、支援を実施する。

Step5:支援者グループの組織化：支援者が集まる機会と
場を設ける。

Step4:支援者の養成：ボランティア（支援者）養成講習を
開催する。

Step3:一般住民の啓発：がん患者の在宅療養の価値、
住民の互酬性の価値を伝える

Step2:仕組みづくり計画：コアメンバーで仕組みづくりの
計画を立てる。行政のバックアップを得る

 

図 2：在宅がん療養者の住民参加型生活支援システム素案 

 
(3)第３段階：実施・評価 
先行研究を元に作成した在宅がん療養者

の住民参加型生活支援システム案を運用、評
価し、修正システムの提案を目的とした。が
ん療養者が在宅で過ごすことが難しいとい
われている北海道内 2 地域において、住民が
療養者の生活支援に参加する方法を実践的
に検討した。 
方法： 
対象地域は、北海道内の人口規模が異なる、
人口 190 万人の市：都市地域、人口 1 万 8 千
人の町：郊外地域とし、Mixed Method を用
いた参加型アクションリサーチを行った。 
研究参加者は、研究への参加に同意した以下
①－③の人々である。 
① 住民あるいは支援者：指定のルール遵守

を誓約している。 
② 在宅がん療養者・家族：自身ががんであ

ることを知っており、訪問看護を利用し

ている。 
③ 訪問看護師：②の療養者の在宅ケアを担

当している。 
手順 

A・郊外地域にて、「在宅がん療養者の住
民参加型生活支援システム」素案の 7 つの
Step を運用した。 

・Step1 コアメンバー招集 
・Step2 仕組みづくり計画 
・Step3 一般住民の啓発 
・Step4 支援者養成 
・Step5 支援者グループの組織化 
・Step6 支援のコーディネート 
・Step7 活動継続 

介入内容、研究参加者・関係者の反応と変
化、システムの修正に反映させる要素、自記
式調査・インタビューを評価し、修正版シス
テムを示した。 
データ収集方法 
全 Step の活動記録、会議録、Step3~6 に

て研究参加者に対して行った自記式調査票、
Step4・6 での半構成的インタビュー、Step5
での FGI よりデータ収集した。調査票の主な
項目は、在宅がん療養者の生活支援への住民
参加に対する期待と躊躇、活動継続意欲・満
足感、さらに療養者には QOL に関する 4 項
目、療養者の家族には介護肯定感と負担感、
支援者には援助成果 11 項目と援助負担感 12
項目をたずねた。インタビューでの質問内容
は、生活支援への期待と躊躇、躊躇の解決方
法、活動の効果等である。住民による支援の
前中後の生活支援の内容・参加観察をデータ
として加えた。 
データの分析及び記述方法 
調査票データは Pre-Post 比較分析、

Wilcoxon の符号付き順位検定を行い、有意水
準を 0.05 未満とした。分析には、統計ソフト
SPSSVer.18 を使用した。記録物から要約し
た介入内容、介入に対する参加者や関係者の
反応や変化、回答者の語り、観察内容は質的
記述的分析をした。 
研究実践者と本研究者の位置づけ 
研究実践者は、コアメンバーとしてプロジ

ェクトに関与した。本研究者は、研究実践者
としてプロジェクトに参加し、研究のデータ
収集・分析を中心に行った。 
研究の信頼性・妥当性 

Mixed Method を用いてデータの信用性
を確保し、研究結果の他地域への波及可能性
を検討した。データ分析結果は研究実践者間
及び研究者 2 人以上により確認し、研究の全
過程にわたりスーパーバイザーの指導を受
けた。 
倫理的配慮 
北海道医療大学および札幌南青州病院の

倫理審査会の承認を得た。研究参加者に対し
口頭と文書にて、研究目的・方法、自由参加、
プライバシー保護の説明と同意を得た。研究
参加住民には、守秘の誓約を課した。療養
者・家族の心身の負担を避けるため、研究者



によるモニタリングを行った。 
結果： 
システムの運用プロセスの介入と評価 
都市・郊外地域同時に運用を開始し、都市

地域では 2 年 6 か月で在宅がん療養者の生活
支援に住民が参加して 7Step に達した。郊外
地域では、住民の啓発(Step3)に進んだ段階で
Step を変更し、支援者の組織化(Step5)を省
いた。郊外地域では支援の実施はなかった。
システム運用結果を 7Step ごとに記述し、修
正版システムを提案した。 

Step1：コアメンバー招集・Step2：仕組み
づくり計画 
両エリアともに、地域のキーパーソンであ

る１名の訪問看護師と協議してコアメンバ
ー5~6 名を決めた。都市地域では、医師を含
んだ医療職 5 名がコアメンバーとなり、住民
による在宅がん療養者の生活支援の仕組み
を検討した。郊外地域では、医療職に限定し
ない 6 名が集まり、計画について町役場に助
言を求めた。多様な領域のメンバーゆえ目的
の共有に時間を要した。 

Step3：一般住民の啓発 
都市地域では、在宅療養の啓発のための講

演会を計画し、医師会・看護協会・社会福祉
協議会等の後援を得た上で、マスコミを活用
して広く住民に参加を呼びかけた。講演会に
135 名が参加した。医師が在宅医療の実際と
互酬性の価値、他県の先駆者が在宅がん療養
者への住民参加型生活支援の体験談を話し
た。受講後は、受講者の在宅療養の肯定的価
値観と在宅がん療養者への生活支援の期待
が高まり、躊躇が減った。 
郊外地域では、町内 2 地区に出向くアウト

リーチ型にて在宅療養と互酬性の価値に関
する学習会を開き、25 名が参加した。2 地区
の非参加住民から行政不参加の活動に批判
が寄せられ、啓発活動を中止した。 

Step4：支援者養成 
都市地域では、活動可能な20名を選定し、

支援者養成講習を開講した。プログラム内容
は、がん療養者のケアの目標、住民による支
援の意義、医学的知識、遺族の体験談や在宅
ケア場面の映像、コミュニケーション演習を
含めた。講習後の自記式調査によると、がん
療養者への支援の躊躇が小さくなった。｢急
変が不安｣は講習後も残った。講習後のイン
タビューでは、受講者は｢遺族等の体験談に
よる活動のイメージ化と動機づけ｣｢療養
者・家族を支える効力感の獲得｣｢チームとク
リニックのバックアップの安心感｣を得てい
た。 
郊外地域では、他の支援者養成講習修了者

を対象に、在宅がん療養者の生活支援に関す
る講習を追加し、15 名の参加があった。内容
は、がん療養者のケアの目標、在宅医療、在
宅療養者が利用できる制度等であった。躊
躇・期待などに変化がなかった。 

Step5：支援者グループの組織化 
都市地域では、養成講習受講者 16 名によ

るグループをつくった。各自が役割を持ち、
定期的にミーティングを開いた。活動の目標
や情報の共有を目的としたジャーナルを定
期発行した。 

Step6：支援のコーディネート 
都市地域では、コーディネーターを配置し

た。研究期間中に支援の依頼が 9 件あり、2
件が利用に結びついた。依頼内容は、家具の
移動、家族不在時の見守り、部屋の片づけ、
買い物等であった。依頼後支援に結び付かな
かったのは、急な依頼で支援者が見つからな
かった、支援前に療養者が死亡した、利用を
迷ったまま療養者が死亡した事例などであ
った。療養者の前後評価では、生活満足度、
QOL 指標の｢自己コントロール感覚｣｢自分ら
しさ｣｢支えられている｣が高まった。療養
者・支援者ともに、支援の場で相互が相手の
役に立つ感覚を認識し、喜びを表現した。 
郊外地域では、NPO 法人等の既存のコー

ディネート機能を活用することとした。 
 
表：療養者の利用ニーズと生活支援の事例（都市地域のみ） 

 

Step7：活動継続 
都市地域では、直接的支援がない状況が続

いたことで、支援者の活動に対するモチベー
ションの低下が懸念されたため、直接的な支
援に限らない活動を工夫した。 
(4)第 4 段階：修正システムの提案  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
修正版システムでは、7Step をさらに｢計

画｣｢養成｣｢組織化｣｢実施｣のStageに分けた。 
計画（Planning）   
Step1 地域のキーパーソンに呼びかけ、目 
的を共有できるアクションメンバーを参集           
Step2 医療提供を保証したコミュニティか
ら承認された仕組みの考案 

図 3：修正版 CLP-CCP system (在宅がん療養者の住民参加型
生活支援システム) 

現状:
療養者・家族・住民・サービス提供者は、在宅がん療養者への住民参加型生活支援に期待と躊躇をもっている。

目的：在宅がん療養者・家族のQOLが向上する

目標：
療養者・家族・住民・サービス提供者は、在宅がん療養者への住民参加型生活支援に対する躊躇が減り、支援に満足する。

Action STAGEs & Steps ：

Step 7: 活動継続:支援のモチベーション維持と活動の継続.

Step 6: タイムリーな支援の実施: 終末期療養者のニーズに合ったタイムリーな支援の実施・医療者と
連携した支援

Step 5: 支援者グループの組織化:支援者個々が役割意識をもって情報共有と話
し合いができる組織構築

Step 4: 支援者養成: 在宅がん療養者を支援できる人を選定して養成・プログラム化した養成方法

Step 3: 一般住民の啓発: 専門的・先駆的な活動をしている人材を活かして、広く
住民に在宅療養・互酬性の価値を啓発

Step 2: 仕組みづくり計画: 医療提供を保証したコミュニティから承認された仕組みの考案

Step 1: アクションメンバーを参集する: 地域のキーパーソンに呼びかけ、目的を共有できるアクションメ
ンバーを参集。

郊外
ボランティアグループがあり人口が小規模

都市
ボランティアグループがなく人口が大規模

実施
STAGE

組織化
STAGE

養成
STAGE

計画
STAGE

 



養成（Training）   
Step3  専門的・先駆的な活動をしている人
材を活かして、広く住民に在宅療養・互 
酬性の価値を啓発 
Step4 在宅がん療養者を支援できる人を選
定して養成・プログラム化した養成方法 
組織化（Organizing） 
Step5 支援者個々が役割認識をもって情報
共有と話し合いができる組織構築 
実施（Implementing） 
Step6 終末期療養者のニーズに合ったタイ 
ムリーな支援の実施・医療者と連携した支援 
Step7 支援のモチベーション維持と活動の
継続       の内容を盛り込んだ。 
 
考察： 
住民参加につながる在宅がん療養者の生

活支援システムの活用として、地域に根付い
た人脈と手軽に届く情報を活用すること、住
民の躊躇を除くトレーニングと芽生えたモ
チベーションを保持すること、互酬性の価値
に対する理解の浸透をはかること、思いを活
かした即対応のコーディネートをすること、
地域住民の価値観や互助の力に合わせて
Step を調整することが重要である。 
在宅療養者支援の住民グループがなく、人

口規模の大きな都市では、在宅がん療養者を
支えたいと願う住民を集めてグループを組
織することが可能であり、「計画」「養成」「組
織化」「実施」の順ですすめる。在宅療養者
を支援する住民グループがありかつ小規模
人口の地域は、行政のバックアップを得なが
ら、既存のグループを支援者として活用する
ことを検討し、「計画」「養成」「実施」で進
めることを提案する。 

 
結論： 
 都市・郊外の 2 地域において、先行研究を
元に作成した CPL-CCP-system 素案にそっ
て Action Research を行った。結果、これま
でに在宅がん療養者の生活支援を住民が行
う仕組みのない 2 つの地域において、住民が
がん療養者の支援に参加する準備ができ、1
つの地域では実際の支援につながった。また、
システムを運用する上で、地域の人口規模や
特性により手順を調整すること、各手順の中
で追加・修正すべきエレメントがあることを
明らかにし、修正版 CPL-CCP-system を提
案した。 
本システムは、人口規模と住民の互助活動

の状況に応じて進めることにより他地域で
も応用可能だと考える。今後は、他の市町村
において本システムを用いた在宅がん療養
者の生活支援に住民が参加できるよう検証
をする。 
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